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  第Ⅱ期富津市子ども・子育て支援事業計画 令和４年度実施状況   

 

１．幼児期の教育・保育 
（１）富津・大佐和 

年度

区分 １号認定 ２号認定 １号認定 ２号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳

量の見込み（①） ２４８人 ２９１人 ４０人 １３２人 ２３４人 ２７４人 ３８人 １２８人

確保方策（②） ３５０人 ３７５人 ５５人 １８０人 ３５０人 ３７５人 ５５人 １８０人

特定教育・保育施設 ０人 ３７５人 ５５人 １８０人 ０人 ３７５人 ５５人 １８０人

３５０人 ０人 ０人 ０人 ３５０人 ０人 ０人 ０人

②－① １０２人 ８４人 １５人 ４８人 １１６人 １０１人 １７人 ５２人

２６２人 ２７４人 ３６人 １４６人 ２２７人 ２７７人 ３７人 １２７人

１４人 △１７人 △４人 １４人 △７人 ３人 △１人 △１人

１０５．６％ ９４．２％ ９０．０％ １１０．６％ ９７．０％ １０１．１％ ９７．４％ ９９．２％

△８８人 △１０１人 △１９人 △３４人 △１２３人 △９８人 △１８人 △５３人

７４．９％ ７３．１％ ６５．５％ ８１．１％ ６４．９％ ７３．９％ ６７．３％ ７０．６％　確保方策に対する割合

確認を受けない幼稚園

実績値（③）

③－①

　量の見込みに対する割合

③－②

３号認定 ３号認定

令和４年度令和３年度

 

（２）天羽地区 

年度

区分 １号認定 ２号認定 １号認定 ２号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳

量の見込み（①） １６人 ７０人 ９人 ４５人 １５人 ６５人 ８人 ４２人

確保方策（②） ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人

特定教育・保育施設 ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人

確認を受けない幼稚園 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

②－① ５４人 １０４人 １０人 ２４人 ５５人 １０９人 １１人 ２７人

１４人 ８０人 １３人 ２９人 １１人 ６８人 １０人 ３８人

△２人 １０人 ４人 △１６人 △４人 ３人 ２人 △４人

８７．５％ １１４．３％ １４４．４％ ６４．４％ ７３．３％ １０４．６％ １２５．０％ ９０．５％

△５６人 △９４人 △６人 △４０人 △５９人 △１０６人 △９人 △３１人

２０．０％ ４６．０％ ６８．４％ ４２．０％ １５．７％ ３９．１％ ５２．６％ ５５．１％

実績値（③）

③－①

　量の見込みに対する割合

③－②

　確保方策に対する割合

令和３年度 令和４年度

３号認定 ３号認定

 

（３）全地区 

年度

区分 １号認定 ２号認定 １号認定 ２号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳

量の見込み（①） ２６４人 ３６１人 ４９人 １７７人 ２４９人 ３３９人 ４６人 １７０人

確保方策（②） ４２０人 ５４９人 ７４人 ２４９人 ４２０人 ５４９人 ７４人 ２４９人

特定教育・保育施設 ７０人 ５４９人 ７４人 ２４９人 ７０人 ５４９人 ７４人 ２４９人

３５０人 ０人 ０人 ０人 ３５０人 ０人 ０人 ０人

②－① １５６人 １８８人 ２５人 ７２人 １７１人 ２１０人 ２８人 ７９人

２７６人 ３５４人 ４９人 １７５人 ２３８人 ３４５人 ４７人 １６５人

１２人 △７人 ０人 △２人 △１１人 ６人 １人 △５人

１０４．５％ ９８．１％ １００．０％ ９８．９％ ９５．６％ １０１．８％ １０２．２％ ９７．１％

△１４４人 △１９５人 △２５人 △７４人 △１８２人 △２０４人 △２７人 △８４人

６５．７％ ６４．５％ ６６．２％ ７０．３％ ５６．７％ ６２．８％ ６３．５％ ６６．３％　確保方策に対する割合

確認を受けない幼稚園

実績値（③）

③－①

　量の見込みに対する割合

③－②

令和３年度 令和４年度

３号認定 ３号認定
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※参考 

保育の必要性の認定区分 

 

 

認定区分 認定の内容 利用先 

１号認定 
満３歳以上の小学校就学前の子どもで、教育を

希望する場合 
・幼稚園 

・認定こども園 

２号認定 
満３歳以上の小学校就学前の子どもで、保育所

等での保育を希望する場合 
・保育所（園） 

・認定こども園 

３号認定 
満３歳未満の子どもで、保育所等での保育を希

望する場合 
・保育所（園） 

・認定こども園 
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２．地域子ども・子育て支援事業 

 

（１）利用者支援事業 

提供区域 全市域 

事業内容 

子ども及び保護者等の身近な場所で教育・保育施設や地域の子育て

支援事業等の情報提供や相談・助言を行うとともに、関係機関との

連携を行う事業です。 

全市域

令和３年度 令和４年度

量の見込み（①） １か所 １か所
確保方策（②） ２か所 ２か所
②-① １か所 １か所
実績値（③） ２か所 ２か所
③-① １か所 １か所
量の見込みに対する割合 ２００．０％ ２００．０％
③-② ０か所 ０か所
確保方策に対する割合 １００．０％ １００．０％

年度

 

 

（２）地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター） 

提供区域 各区域 

事業内容 
未就園の子どもとその保護者を対象に、親子で遊ぶ中で子育てに関

する情報交換や交流、仲間づくりができる場所を提供する事業です。 

富津・大佐和地区

令和３年度 令和４年度

量の見込み（①） ４，７７９人 ４，９３８人
確保方策（②）

人数 １０，０００人 １５，０００人
施設数 ２か所 ３か所

②-① ５，２２１人 １０，０６２人
実績値（③）

人数 ２，７３６人 ２，９０７人
施設数 １か所 １か所

量の見込みに対する割合　③-①

△２，０４３人 △２，０３１人
５７．３％ ５８．９％

確保方策に対する割合　③-②
△７，２６４人 △１２，０９３人
２７．４％ １９．４％
△１か所 △２か所
５０．０％ ３３．３％

人数

施設数

人数

年度
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天羽地区

令和３年度 令和４年度

量の見込み（①） ９４３人 ９５６人
確保方策（②）

人数 ５，０００人 ５，０００人
施設数 １か所 １か所

②-① ４，０５７人 ４，０４４人
実績値（③）

人数 ２，２２７人 ２，３１６人
施設数 １か所 １か所

量の見込みに対する割合　③-①

１，２８４人 １，３６０人
２３６．２％ ２４２．３％

確保方策に対する割合　③-②
△２，７７３人 △２，６８４人
４４．５％ ４６．３％
０か所 ０か所

１００．０％ １００．０％

人数

人数

年度

施設数
 

全地区

令和３年度 令和４年度

量の見込み（①） ５，７２２人 ５，８９４人
確保方策（②）

人数 １５，０００人 ２０，０００人
施設数 ３か所 ４か所

②-① ９，２７８人 １４，１０６人
実績値（③）

人数 ４，９６３人 ５，２２３人
施設数 ２か所 ２か所

量の見込みに対する割合　③-①

△７５９人 △６７１人
８６．７％ ８８．６％

確保方策に対する割合　③-②
△１０，０３７人 △１４，７７７人

３３．１％ ２６．１％
△１か所 △２か所
６６．７％ ５０．０％

人数

施設数

年度

人数
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（３）妊婦健診 

提供区域 全市域 

事業内容 

より安全で安心な出産を支援するために、妊娠中に指定医療機関に

おいて 14 回を限度に公費で基本的な健診を受ける費用を公費負担

する事業です。 

全市域

年度 令和３年度 令和４年度

量の見込み① １，８６２人回 １，７６４人回
人数 １３３人 １２６人
健診回数 １４回 １４回

確保方策

実績値② １，６４７人回 １，４５３人回
②-① △２１５回 △３１１回
量の見込みに対する割合 ８８．５％ ８２．４％

実施場所：指定医療機関
実施方法：受診券の発行

 

 

（４）乳児家庭全戸訪問事業 

提供区域 全市域 

事業内容 

子育ての孤立を防ぐため、生後４か月までの乳児のいる全ての家庭

を保健師・助産師等が訪問し、子育て支援に関する情報提供、育児

や産後の生活の相談、養育環境等の把握を行う事業です。 

全市域

年度 令和３年度 令和４年度

量の見込み（①） １８８人回 １７８人回

確保方策

実績値② ２３１人回 １８０人回
②-① ４３人回 ２人回
量の見込みに対する割合 １２２．９％ １０１．１％

実施体制：保健師、助産師（委託契約）による訪問
実施機関：健康づくり課
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（５）養育支援訪問事業 

提供区域 全市域 

事業内容 
養育支援が特に必要な家庭を訪問し、養育に関する指導・助言を行

うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

全市域

年度 令和３年度 令和４年度

量の見込み（①） ７人 ７人

確保方策

実績値（②） １８人 １３人
②-① １１人 ６人
量の見込みに対する割合 ２５７．１％ １８５．７％

実施体制：保健師による訪問
実施機関：健康づくり課

 

 

（６）子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） 

提供区域 全市域 

事業内容 

保護者の疾病や冠婚葬祭等の理由により、家庭において子どもを一

時的に養育できない場合に児童養護施設等で預かる事業です。 

≪事業種類≫短期入所生活援助事業（ショートステイ事業）、夜間養

護等事業（トワイライトステイ事業） 

全市域

年度 令和３年度 令和４年度

２人日 ２人日
確保方策（②）

延べ人数 ０人 ３６５人
施設数 ０か所 １か所

△２人 ３６３人
実績値（③）

延べ人数 １人日 ２人日
施設数 １か所 １か所

量の見込みに対する割合　③-①
△１人日 ０人日
５０．０％ １００．０％

確保方策に対する割合　③-②
１人日 △３６３人日
－ ０．５％
－ ０か所
－ １００．０％

延べ人数

延べ人数

施設数

量の見込み（①）

②－①
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（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

提供区域 全市域 

事業内容 

地域において、乳幼児や小学生等の預かり等の援助を希望する者（利

用会員）と、援助を行うことを希望する者（提供会員）との相互援

助活動に対する連絡・調整を実施する事業です。 

全市域

令和３年度 令和４年度

量の見込み（①） ３８９人日 ４３９人日
確保方策（②） ３８９人日 ４３９人日
②－① ０人日 ０人日
実績値（③） ２１人日 ７７人日
③-① △３６８人日 △３６２人日
量の見込みに対する割合 ５．４％ １７．５％
③-② △３６８人日 △３６２人日
確保方策に対する割合 ５．４％ １７．５％

年度

 

 

（８）一時預かり事業 

提供区域 各区域 

事業内容 
育児中のストレス解消や冠婚葬祭など家庭での保育が一時的に困

難になったときに、保育所等で一時的に預かる事業です。 

 

〇幼稚園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育） 

富津・大佐和地区

年度 令和３年度 令和４年度

量の見込み（①） １０，３７５人 １０，６８６人
確保方策（②）

１０，３７５人 １０，６８６人
施設数 ２か所 ２か所

②－① ０人 ０人

実績値（③）

人数 １１，９０３人 ５，８９１人
施設数 ２か所 ２か所

量の見込みに対する割合　③-①
１，５２８人 △４，７９５人
１１４．７％ ５５．１％

確保方策に対する割合　③-②
１，５２８人 △４，７９５人
１１４．７％ ５５．１％
０か所 ０か所

１００．０％ １００．０％

人数

人数

人数

施設数
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天羽地区

年度 令和３年度 令和４年度

量の見込み（①） ３６５人 ３５３人
確保方策

３６５人 　３５３人
施設数 １か所 １か所

②－① ０人 ０人

実績値

人数（③） ９７８人 ３３０人
施設数 １か所 １か所

量の見込みに対する割合　③-①
６１３人 △２３人

２６７．９％ ９３．５％
確保方策に対する割合　③-②

６１３人 △２３人
２６７．９％ ９３．５％
０か所 ０か所

１００．０％ １００．０％

人数（②）

人数

人数

施設数
 

全地区

年度 令和３年度 令和４年度

量の見込み（①） １０，７４０人 １１，０３９人
確保方策

人数（②） １０，７４０人 １１，０３９人
施設数 ３か所 ３か所

②－① ０人 ０人

実績値

人数③ １２，８８１人 ６，２２１人
施設数 ３か所 ３か所

量の見込みに対する割合　③-①
２，１４１人 △４，８１８人
１１９．９％ ５６．４％

確保方策に対する割合　③-②
２，１４１人 △４，８１８人
１１９．９％ ５６．４％
０か所 ０か所

１００．０％ １００．０％
施設数

人数

人数
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〇保育所（園）における一時預かり 

富津・大佐和地区

年度 令和３年度 令和４年度

量の見込み（①） ５９６人 ６０７人
確保方策（②）

人数 ５９６人 ６０７人
施設数 ６か所 ６か所

②－① 　０人 ０人

実績値（③）

人数 ３０１人 ２１３人
施設数 ５か所 ５か所

量の見込みに対する割合　③-①
△２９５人 △３９４人
５０．５％ ３５．１％

確保方策に対する割合　③-②
△２９５人 △３９４人
５０．５％ ３５．１％
△１か所 △１か所
８３．３％ ８３．３％

人数

施設数

人数

 

天羽地区

年度 令和３年度 令和４年度

量の見込み（①） １２５人 １２１人
確保方策（②）

人数 １２５人 １２１人
施設数 ４か所 ４か所

②－① ０人 ０人

実績値（③）

人数 ８２人 ４８人
施設数 ４か所 ４か所

量の見込みに対する割合　③-①
△４３人 △７３人
６５．６％ ３９．７％

確保方策に対する割合　③-②
△４３人 △７３人
６５．６％ ３９．７％
０か所 ０か所

１００．０％ １００．０％

人数

人数

施設数
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全地区

年度 令和３年度 令和４年度

量の見込み（①） ７２１人 ７２８人
確保方策（②）

人数 ７２１人 ７２８人
施設数 １０か所 １０か所

②－① ０人 ０人

実績値（③）

人数 ３８３人 ２６１人
施設数 ９か所 ９か所

量の見込みに対する割合　③-①
△３３８人 △４６７人
５３．１％ ３５．９％

確保方策に対する割合　③-②
△３３８人 △４６７人
５３．１％ ３５．９％
△１か所 △１か所
９０．０％ ９０．０％

施設数

人数

人数

 

（９）延長保育事業 

提供区域 各区域 

事業内容 
保育認定を受けた子どもについて、11 時間の開所時間を超えて保

育を実施する事業です。 

富津・大佐和地区

年度 令和３年度 令和４年度

量の見込み（①） ２５６人 ２５７人
確保方策（②）

人数 ２５６人 ２５７人
施設数 ４か所 ４か所

②－① ０人 ０人

実績値（③）

人数 １７３人 １０８人
施設数 ４か所 ４か所

量の見込みに対する割合　③-①
△８３人 △１４９人
６７．６％ ４２．０％

確保方策に対する割合　③-②
△８３人 △１４９人
６７．６％ ４２．０％
０か所 ０か所

１００．０％ １００．０％

人数

人数

施設数
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天羽地区

年度 令和３年度 令和４年度

量の見込み（①） １２人 １４人
確保方策

人数（②） １２人 １４人
施設数 １か所 １か所

②－① ０人 ０人

実績値

人数（③） ２人 ５人
施設数 １か所 １か所

量の見込みに対する割合　③-①
△１０人 △９人
１６．７％ ３５．７％

確保方策に対する割合　③-②
△１０人 △９人
１６．７％ ３５．７％
０か所 ０か所

１００．０％ １００．０％
施設数

人数

人数

 

全地区

年度 令和３年度 令和４年度

量の見込み（①） ２６８人 ２７１人
確保方策（②）

人数 ２６８人 ２７１人
施設数 ５か所 ５か所

②－① ０人 ０人

実績値（③）

人数 １７５人 １１３人
施設数 ５か所 ５か所

量の見込みに対する割合　③-①
△９３人 △１５８人
６５．３％ ４１．７％

確保方策に対する割合　③-②
△９３人 △１５８人
６５．３％ ４１．７％
０か所 ０か所

１００．０％ １００．０％

人数

人数

施設数
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（１０）病後児保育事業 

提供区域 全市域 

事業内容 
病後児について、家庭での保育に欠ける場合に保育園等の専用スペ

ースで看護師等が一時的に保育を行う事業です。 

全市域

年度 令和３年度 令和４年度

量の見込み（①） ３６２人 ３４４人
確保方策（②）

人数 １，５００人 １，５００人
施設数 ２か所 ２か所

②－① １，１３８人 １，１５６人

実績値（③）

人数 ７７４人 ６０９人
施設数 ２か所 ２か所

量の見込みに対する割合　③-①
４１２人 ２６５人

２１３．８％ １７７．０％
確保方策に対する割合　③-②

△７２６人 △８９１人
５１．６％ ４０．６％
０か所 ０か所

１００．０％ １００．０％

人数

人数

施設数
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（１１）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

提供区域 各区域 

事業内容 

保護者が仕事等により昼間家庭にいない小学校に就学している児

童に対し、放課後に適切な遊びや生活の場を提供して、児童の健全

な育成を図る事業です。 

令和３年度

富津地区 大佐和地区 天羽地区 全地区

量の見込み（①） １２８人 ８２人 ２８人 ２３８人
小学１年生 ３８人 ２５人 ８人 ７１人
小学２年生 ３８人 ２４人 ８人 ７０人
小学３年生 ２１人 １３人 ５人 ３９人
小学４年生 １２人 ８人 ３人 ２３人
小学５年生 １０人 ６人 ２人 １８人
小学６年生 ９人 ６人 ２人 １７人

確保方策（②）
登録児童数 １８７人 １２０人 ３５人 ３４２人
施設数 ５か所 ３か所 １か所 ９か所

②－① ５９人 ３８人 ７人 １０４人

実績値（③）

登録児童数 ９３人 ９７人 ６２人 2５２人
小学１年生 ３２人 ２７人 １８人 ７７人
小学２年生 ２４人 １８人 １２人 ５４人
小学３年生 １７人 １６人 ８人 ４１人
小学４年生 ９人 １５人 １０人 ３４人
小学５年生 ９人 １５人 １１人 ３５人
小学６年生 ２人 ６人 ３人 １１人
施設数 ４か所 ４か所 １か所 ９か所

量の見込みに対する割合　③-①

△３５人 １５人 ３４人 １４人
７２．７％ １１８．３％ ２２１．４％ １０５．９％

確保方策に対する割合　③-②
△９４人 △２３人 ２７人 △９０人
４９．７％ ８０．８％ １７７．１％ ７３．７％
△１か所 １か所 ０か所 ０か所
８０．０％ １３３．３％ １００．０％ １００．０％

登録児童数　

施設数

登録児童数　
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令和４年度
富津地区 大佐和地区 天羽地区 全地区

量の見込み（①） １３５人 ８７人 ３０人 ２５２人
小学１年生 ４１人 ２６人 ９人 ７６人
小学２年生 ４０人 ２６人 ９人 ７５人
小学３年生 ２２人 １４人 ５人 ４１人
小学４年生 １２人 ８人 ３人 ２３人
小学５年生 １１人 ７人 ２人 ２０人
小学６年生 ９人 ６人 ２人 １７人

確保方策（②）
登録児童数 １８７人 １２０人 ３５人 ３４２人
施設数 ５か所 ３か所 １か所 ９か所

②－① ５２人 ３３人 ５人 ９０人

実績値（③）

登録児童数 １２３名 １０２人 ５４人 ２７９人
小学１年生 ３６人 ２２人 １６人 ７４人
小学２年生 ２７人 ２３人 １４人 ６４人
小学３年生 ３５人 １５人 ７人 ５７人
小学４年生 ６人 １４人 ４人 ２４人
小学５年生 １６人 １４人 ６人 ３６人
小学６年生 ３人 １４人 ７人 ２４人
施設数 ４か所 ４か所 １か所 ９か所

量の見込みに対する割合　③-①

△１２人 １５人 ２４人 ２７人
９１．１％ １１７．２％ １８０．０％ １１０．７％

確保方策に対する割合　③-②
△６４人 △１８人 １９人 △６３人
６５．８％ ８５．０％ １５４．３％ ８１．６％
△１か所 １か所 ０か所 ０か所
８０．０％ １３３．３％ １００．０％ １００．０％

登録児童数　

登録児童数　

施設数
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（１２）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

提供区域 全市域 

事業内容 
保護者の世帯所得の状況等を勘案して、教育・保育に必要な実費徴

収に係る費用を助成する事業です。 

幼児教育・保育の無償化の実施に伴い、子ども・子育て支援新制度未移行幼稚園を利用す

る世帯収入 360 万円未満及び第３子以降の施設等利用給付認定子どもに対し、施設が徴収

する副食材料費の助成を行いました。 

【実施状況】 

延人数 金額 延人数 金額

５７１人 １,４８９,６２２円 ４５５人 １,２６２,３０９円

①国基準 ８１人 １７９,０９６円 ５９人 １５１,７０４円

②市独自 ２７４人 ５９７,０４６円 １７５人 ４７２,８２０円

第３子以降
の子ども

年収３６０万円未満相当
世帯の子ども

年度 令和４年度令和３年度

 

◎第３子以降の子どもについて 

①国基準：小学校第３学年修了前までの最年長の子どもを第１子とカウントし、 

第３子以降の子どもが対象 

②市独自：①の国基準では対象とならない第３子以降の子どもが対象 

（１３）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

提供区域 全市域 

事業内容 

多様な事業者の能力を活用するため、新規参入施設等の事業者への

巡回支援を行うほか、特別な支援が必要な子どもを受け入れる認定

子ども園の設置者に対して、職員の加配に必要な費用の一部を補助

する事業です。 

小学校就学前の子どもを対象とした多様な集団活動について、当該

集団活動を利用する幼児の保護者の経済的負担を軽減する観点か

ら、その利用料の一部を給付する事業です。 

【実施状況】 

小学校就学前の子どもを対象とした多様な集団活動を利用する保護者に対し、その利用料

の一部を給付。 

利用者数 利用月数 金額 利用者数 利用月数 金額

１人 １１月 ２２０,０００円 ０人 ０月 ０円

令和３年度 令和４年度

 



【子ども・子育ての施策】成長段階ごとの施策

計画書
ページ

成長段階 担当部署 事業名 事業内容 令和4年度実施内容及び実績値 今後の課題と方向性

54 妊娠期・出産期
（妊産婦・新生児の健康支
援）

健康づくり課 母子健康手帳の交付 母子健康手帳交付時に保健師等が妊婦等への
面接を行い、妊娠・出産・子育てに関する不安
や悩みの相談や子育て情報の提供等を行う。

母子健康手帳交付数　133冊
妊娠届出時保健指導数　132人

令和5年3月から、出産・子育て応援交付金事業
の実施に伴い、伴走型支援と経済支援を行って
いく。

54 妊娠期・出産期
（妊産婦・新生児の健康支
援）

健康づくり課 妊婦健診 より安全で安心な出産を支援するために、妊娠
中に指定医療機関において14回を限度に公費
で基本的な健診を受けられるようにする。

妊婦・乳児健診受診券配付数　142人
妊婦健診受診券使用回数　1,453回

継続実施する。妊婦健診未受診者がいた場合
は、受診勧奨する。

54 妊娠期・出産期
（妊産婦・新生児の健康支
援）

健康づくり課 妊娠期支援事業 妊娠中の母体管理と栄養管理、胎児の発育に
ついて、妊娠届出時等に個別指導を行う。

妊娠届出時保健指導数　132人 保健師や管理栄養士が、妊娠中の母体の変化
や、栄養管理について、個別指導を行う。体格
がやせや肥満の妊婦に対しては、管理栄養士
が継続的に支援を行う。
令和5年度はプレママ学級を実施する。

54 妊娠期・出産期
（妊産婦・新生児の健康支
援）

健康づくり課 新生児・産婦訪問 生後28日以内の新生児に対し、保健師や助産
師が訪問し、健康状態の確認や必要な保健指
導、健康や育児に関する相談などを行う。

新生児訪問指導数　74人
産婦訪問指導数　74人

継続実施する。訪問より、育児不安のあるケー
スに対しては、適宜訪問による対応を行う。

54 妊娠期・出産期
（妊産婦・新生児の健康支
援）

保育課 マタニティ講座 子育て情報や育児体験、また妊婦同士の交流
の機会を提供し、育児不安の軽減を図る。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中
止

今後の実施について、事業の在り方も含め検討
していく。

54 妊娠期・出産期
（妊産婦・新生児の健康支
援）

健康づくり課 子育て世代包括支援セン
ター

妊産婦及び乳幼児等が安心して健康な生活が
できるよう、利用者目線に立って、一貫性・整合
性のある支援を行う。

母子健康手帳の交付時より、妊産婦等の実情
の把握に努めた。関係機関とも情報共有しなが
ら、継続的に支援を行った。
支援プランの作成　21件
育児不安・精神的不安のあるケースへの対応
9件

妊産婦、乳幼児等の状況を把握し、関係機関と
連携を図りながら、包括的な支援を継続してい
く。

54 妊娠期・出産期
（妊産婦・新生児の健康支
援）

健康づくり課 産後ケア事業 産後４か月までの母子を対象に、産科医療機関
において、授乳指導、心身のケア等を行い、産
後の生活を支援する。

産後ケア利用者
　宿泊型　3名（延べ人数）
　通所型　6名
　訪問型　3名

事業の周知を継続すると共に、面接や訪問にお
いて、育児サポートが必要なケースを把握し、
積極的に利用を進めていく。
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成長段階 担当部署 事業名 事業内容 令和4年度実施内容及び実績値 今後の課題と方向性

55 乳児期・幼児期
（子どもの健康支援）

健康づくり課 乳児家庭全戸訪問事業 子育ての孤立を防ぐため、生後４か月までの乳
児のいる全ての家庭を保健師・助産師等が訪
問し、子育て支援に関する情報提供、育児や産
後の生活の相談、養育環境等の把握を行う。

新生児訪問 74人
2か月児訪問 106人
計 180人
訪問率　94.0%

2か月までの時期で訪問ができないケースに対
しても訪問対象とし、全数の把握を目指す。

55 乳児期・幼児期
（子どもの健康支援）

健康づくり課 乳幼児相談 乳幼児期の子育てに関することや食事等につ
いて面接相談、電話相談を実施する。

随時相談受付
　乳児　73件
　幼児　171件

継続実施する。

55 乳児期・幼児期
（子どもの健康支援）

健康づくり課 育児教室（４か月児・７か月
児・10か月児・１歳児・２歳６
か月児）

発達の節目の時期に、成長・発達の経過、食
事、虫歯予防を学ぶ教室を開催する。

12回実施
延べ参加者数
4か月児　117人（96.7%），1歳児　137人（91.3%）
7か月児 115人（92.7%），2歳6か月児 138人
（89.6%）
10か月児 121人（88.9%）
※カッコ内は、参加率を指す。

参加率の向上を目指すため、受診勧奨に努め
る。日時の調整は、柔軟に対応する。
令和5年度から、新型コロナウイルス感染症対
策として個別対応していた相談を、集団で実施
していく。

55 乳児期・幼児期
（子どもの健康支援）

健康づくり課 離乳食教室 月齢（５か月）にあった食事についての学習と食
材の使い方や作り方等を実習する。

乳幼児健診時に個別での対応　95人（94.1%） 令和4年6月より離乳食教室を再開（月1回開
催）。

55 乳児期・幼児期
（子どもの健康支援）

健康づくり課 １歳６か月児健診 計測・診察（内科・歯科）・相談（発達・栄養）を実
施し、子どもの発育・発達、食事内容を養育者と
確認する。

9回開催
受診数　173人（97.7%）
※カッコ内は、参加率を指す。

参加率の向上を図るため、受診勧奨に努める。

55 乳児期・幼児期
（子どもの健康支援）

健康づくり課 ３歳児健診 計測・診察（内科・歯科）・検査（尿・視力・聴
力）・相談（発達・栄養）を実施し、子どもの発育・
発達、食事内容を養育者と確認する。

9回開催
受診数　167人（85.6%）
※カッコ内は、参加率を指す。

参加率の向上を図るため、受診勧奨に努める。

55 乳児期・幼児期
（子どもの健康支援）

健康づくり課 予防接種 感染症を予防するため、予防接種を行う。 ヒブ感染症　485人（111.2%）
麻疹風疹混合　332人（96.5%）
肺炎球菌　485人（111.2%）
水痘　277人（98.9%）
B型肝炎　340人（104.0%）
日本脳炎　953人（99.3%）
4種混合　496人(113.8%）
2種混合　250人（88.0%）
BCG　125人（114.7%）
ロタ　287人（97.6%）

接種率の向上を図るため、毎月の周知に加え、
夏季・冬季休暇前にも勧奨していく。
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55 乳児期・幼児期
（子どもの健康支援）

保育課 食育事業 健全な食事環境を通じた家族の団らんの大切さ
や食事の楽しさ、望ましい食事のあり方、食を
通じた心の健全育成を学ぶため、食事に関する
講習会・実習を行い、親子・親同士の交流を図
る。

〇たべもの教室：6回1コース
対象：公立保育所園児
（手洗い、箸の持ち方、食べ物の働きなどにつ
いて、遊びを交えながら学ぶ教室。）
第1回77人，第2回65人，第3回68人，第4回62
人，第5回54人，第6回55人　延べ381人
〇園児の災害調理体験：災害時利用できるパッ
ククッキングを食生活改善サポーターの協力の
もと、公立7保育所で一斉実施
〇栄養相談：公立入所児保護者　随時 30件
　地域交流支援センター利用者 年20回 66件
〇電話相談等：一般　随時 1件

・たべもの教室は、前年より内容を充実させ回
数を増やし実施したが、箸の正しい持ち方指導
は好評であるため、継続して実施する。
・災害時パッククッキングは、園児の調理体験を
通じ保護者への周知を図る。
・公立保育所園児の偏食や小食について、継続
的に関わり、家庭への働きかけとして保護者と
の栄養相談につなげ、食行動の改善を図る。

55 乳児期・幼児期
（子どもの健康支援）

生涯学習課 ブックスタート事業 ４か月児健診の機会に、市民ボランティアととも
に、読み聞かせの体験と絵本をプレゼントする
活動を通して、赤ちゃんと保護者が、絵本を介し
て心ふれあう時間を持つきっかけを提供する。

105人の赤ちゃんに絵本を配布
感染症に配慮し、健診が昨年と同じく個別の予
約制になったため、市民ボランティアは休止と
し、読み聞かせは司書のみで実施した。

４か月児健診に来られなかった赤ちゃんと、4か
月以降の赤ちゃんへのフォローを図書館と連携
して推進する。

55 乳児期・幼児期
（子どもの健康支援）

健康づくり課 乳幼児歯科指導 乳幼児健診、窓口等での口腔内ケアについて
の相談・指導を行う。

口腔内清掃状態の確認やケアについて相談・
指導を実施。加えて富津市地域交流支援セン
ター「カナリエ」での歯科相談を実施。
　7か月児・10か月児歯科相談・指導　235人
　1歳児・2.6歳児歯科相談・指導　275人
　富津市地域交流支援センター「カナリエ」
　18人（乳児）

乳幼児健診時の歯科指導を継続していく。ま
た、富津市地域交流支援センターの利用勧奨を
促すため、乳幼児健診の場で、周知を図ってい
く。

56 乳児期・幼児期
（保育サービスの充実）

保育課 一時預かり事業 育児中のストレス解消や冠婚葬祭など家庭での
保育が一時的に困難になったときに、保育所等
で一時預かり保育を実施する。

公私立保育園、認定こども園10か所で実施
　富津保育園　　延べ144人
　大貫保育園　　延べ　63人
　公立７保育所　延べ　54人
　認定こども園みなと幼稚園　延べ330人
　合計　延べ591人

保育士の確保に努め、充実したサービス提供の
継続を図る。

56 乳児期・幼児期
（保育サービスの充実）

保育課 延長保育事業 保育認定を受けた子どもについて、11時間の開
所時間を超えて保育を実施する。

公私立保育園5か所で実施
富津保育園　実　72人　大貫保育園　実10人
和光保育園　実　26人　青堀保育園　実　0人
公立保育所　実　5人
合計実人数　113人

保育士の確保に努め、充実したサービス提供の
継続を図る。

56 乳児期・幼児期
（保育サービスの充実）

保育課 病後児保育事業 病後児について、家庭での保育に欠ける場合
に保育園等の専用スペースで看護師等が一時
的に保育を実施する。

私立保育園１か所、市病後児保育室１か所で実
施
　富津保育園　　　　延べ607人
　市病後児保育室　延べ　　2人
　合計延べ609人

病後児が、ケガ等の回復期を安静に過ごせるよ
う引き続き実施していく。
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57 学齢期・思春期・活動期
（学校教育の推進と地域社
会との連携）

学校教育課
（教育センター）

外国語指導助手（ALT）の配
置

「生きた英語」を学び、小・中学生の英語による
コミュニケーション能力を高め、異文化理解や国
際理解を推進するため、ALTを配置する。

外国人英語指導助手派遣延べ日数　483日
配置人数　3人

児童の英語能力向上のため、富津市英語指導
員と連携し、充実した英語指導を目指すととも
に、生徒の英語能力の向上を図る。

57 学齢期・思春期・活動期
（学校教育の推進と地域社
会との連携）

学校教育課
（教育センター）

情報教育の推進 情報教育を推進するため、コンピュータ室等の
整備・充実を図る。ICT機器の活用を通して、児
童・生徒の情報活用能力を育成する。

・児童生徒１人１台端末を活用した授業づくりの
推進を行った。
・１人１台端末を活用した家庭学習への取り組
みを推進した。
・年間を通して継続したICT支援員の配置を行っ
た。

・学校現場における１人１台端末の活用の場
を、更に広げていく。
・授業や家庭学習における効果的な活用方法を
習得していく。
・ICT機器に対する継続した支援体制を構築して
いく。

57 学齢期・思春期・活動期
（学校教育の推進と地域社
会との連携）

学校教育課
（教育センター）

教育相談事業 いじめ・不登校・引きこもり・家庭内暴力・発達障
がい等の相談活動を行う。

相談件数　21件
電話、来所、SNS（いじめ相談メール）により相
談がありました。

様々な相談に対し、丁寧に対応し、児童生徒、
保護者に寄り添い、課題解決につなげられるよ
う取り組む。また、必要に応じて、関係機関と連
携を図る。

57 学齢期・思春期・活動期
（学校教育の推進と地域社
会との連携）

学校教育課 食育の推進 小・中学生が正しい知識と望ましい食習慣を身
につけることができるよう栄養教諭等を食育指
導員として位置づけ、各学校における食育を推
進する。

栄養教諭等を食育指導員として各学校における
食育指導（授業の実施・個別相談等）を行った。
食育指導員派遣回数　延べ44回

今後も児童・生徒が正しい知識と望ましい食習
慣を身につけることができるように、食育指導を
しながら食物アレルギー等の個別相談も行って
いく。

57 学齢期・思春期・活動期
（学校教育の推進と地域社
会との連携）

生涯学習課 家庭教育指導員 家庭教育に関する相談や指導にあたるほか、
「家庭教育支援チーム」の支援員として子どもを
見守りながら保護者や地域の支援者とつなが
る。

「子育ての話何でも聴きます窓口」の火曜日を
担当するほか、アウトリーチとして、放課後子ど
も教室、中央公民館の「さわやか教室」、地域住
民の集まる寺社で保護者からの相談を受ける
などし、市の窓口へつないだ。

引き続きアウトリーチとして地域に出向き、保護
者の相談や、地域の人々とコミュニケーションを
とり、市の窓口や地域交流センターへつなげ
る。

57 学齢期・思春期・活動期
（学校教育の推進と地域社
会との連携）

生涯学習課 富津市スポーツ少年団事業 地域に根ざしたスポーツ活動を推進し、郷土の
未来を担う青少年の心身の健全な育成を図る。

単位団数 20団体、団員数 263人、指導者数
102人
県内における市交流大会や指導者向けの研修
を新型コロナウイルス感染症対策に配慮しなが
ら実施した。

県内外における各大会参加、市主催の大会開
催や、指導者向けの研修会を実施予定。
引き続き、スポーツ活動を推進し、青少年の健
全な育成を図っていく。

57 学齢期・思春期・活動期
（学校教育の推進と地域社
会との連携）

中央公民館 こどもチャレンジ教室 宿泊体験や他の体験活動を通して、こどもの自
主性・創造性・社会性を育てる。

鉛筆オルガン製作と音実験
1回目：5名
2回目：1名

引き続き子どもたちが学校・家庭では経験でき
ないような内容を企画していく。

19



【子ども・子育ての施策】成長段階ごとの施策

計画書
ページ

成長段階 担当部署 事業名 事業内容 令和4年度実施内容及び実績値 今後の課題と方向性

57 学齢期・思春期・活動期
（学校教育の推進と地域社
会との連携）

市民会館 こどもチャレンジ教室 宿泊体験や他の体験活動を通して、こどもの自
主性・創造性・社会性を育てる。

実施しなかった。 事業の再開を目指す。

57 学齢期・思春期・活動期
（学校教育の推進と地域社
会との連携）

富津公民館 こどもチャレンジ教室 宿泊体験や他の体験活動を通して、こどもの自
主性・創造性・社会性を育てる。

持続可能な開発目標（SDGｓ）の「目標13（気候
変動）」に関連し、地球温暖化について学び、小
学生18人が廃牛乳パックを材料に「紙すきうち
わ作り」に挑戦した（全１回）。

事業名を「キッズSDGｓスクール」と改称。「2030
年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際
目標」であるSDGｓについて、さらに関心を深
め、「他人事ではない」という意識を持ち、積極
的な行動ができる人材育成を目指すきっかけと
する。

57 学齢期・思春期・活動期
（学校教育の推進と地域社
会との連携）

生涯学習課 青少年相談員活動 市や各地区のつどい大会等を通して、青少年へ
の多様な体験活動を提供し、また、地域活動等
を担う青少年相談員相互の情報交換を行い、
青少年の健全育成を図る。

富津市青少年相談員連絡協議会事業 参加者
数
小学生43名、大人48名
感染症対策を講じながら、富津市あすをきずく
青少年のつどい大会「チャレンジウォークのこぎ
り山」を行い、多くの児童と保護者の参加があっ
た。

子ども会など他団体とも連携を図りながら、子ど
もたちに体験活動等の機会を提供する。

57 学齢期・思春期・活動期
（学校教育の推進と地域社
会との連携）

こども家庭課 放課後児童健全育成事業
（放課後児童クラブ）

保護者が仕事等により昼間家庭にいない、小学
校に就学している児童に対し、放課後に適切な
遊びや生活の場を提供して、児童の健全な育
成を図る。

補助対象：9クラブ（支援の単位数11）
　　　　　　 令和5年3月現在登録児童数 279人

待機児童が出ないように受け皿の整備に努め
る。
クラブが安定的な運営ができるよう支援する。

57 学齢期・思春期・活動期
（学校教育の推進と地域社
会との連携）

生涯学習課 放課後ルーム（放課後子供
教室）

小学校や公民館で、放課後の児童の居場所を
提供するとともに、送迎時等に保護者の相談に
応じる。（「家庭教育支援チーム」事業）

登録児童数は、富津小12人・環小23人・大貫小
25人
大貫小児童に対する放課後ルームを校内の教
室で行い、放課後児童クラブと連携を図った。
中学生への声掛けを行い、放課後ルーム児童
の見守り活動につなげた。
環小では、迎えに来る保護者たちに子どもの見
守りへの声掛けを行なった。

支援者を募り、持続可能な事業としていく。

58 学齢期・思春期・活動期
（学校教育の推進と地域社
会との連携）

社会福祉課 子どもの学習支援事業 生活困窮世帯の小学生及び中学生に対して、
学習支援、居場所の提供、進路相談等に応じる
ことで、生活習慣及び育成環境の改善を図る。

実施場所：富津・大佐和地区1箇所、天羽地区1
箇所
実施回数：週1回（夏休み期間は週2回）
参加者数：小学生　6人、中学生　10人

利用者が16名に留まっていることから、利用に
つながる効果的な周知等を図り、子どもの学習
支援の他、生活習慣等の習得と併せ、子どもの
養育支援を通じた世帯全体への支援を広げて
いく。

58 学齢期・思春期・活動期
（学校教育の推進と地域社
会との連携）

生涯学習課 学習サポート会（地域未来
塾）

公民館等で、主に塾に通っていない中学３年生
を対象に、数学・英語の基礎を中心とした学習
の支援をする。期間は11月～２月。

11月～2月、中央公民館（火曜日）と、天羽中
（木曜日）で17～19時に、社会教育指導員、家
庭教育指導員・支援員、市民ボランティアで実
施。
登録生徒数9人（富津中3人、大佐和中1人・天
羽中5人）

また、無償の学習支援（地域未来塾）の運営に
係る経費への支援として、補助金を交付した。
交付団体：１団体

市民ボランティアを募り、支援員の充実及び負
担軽減を図ることで持続可能な事業としていく。
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58 学齢期・思春期・活動期
（学校教育の推進と地域社
会との連携）

防災安全課 防災教育の推進 災害発生時の減災に繋げるには、子どものうち
から正しい災害に対する備えや知識を取得する
ことが重要なため、講座を実施する。

放課後児童クラブにおいて、出前講座（講座名：子ど
も向け防災学習会）を実施した。
・放課後児童クラブわくわくの樹　23人
・放課後児童クラブ遊輝塾　25人

引き続き、出前講座（防災学習会）により災害への備
えや知識教育を実施する。なお、出前講座（防災学
習会）において可能であれば講義による教育のほ
か、図上訓練や災害時の身の守り方や避難方法な
どの実際に行動する訓練も含め実施していきたい。

58 学齢期・思春期・活動期
（学校教育の推進と地域社
会との連携）

健康づくり課 児童・生徒歯科指導 小・中学生に対する歯科保健指導や小・中学校
養護教諭に対する歯科指導教育を行う。

小学校　25人
中学校　 7人

新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた環境
下においても歯科指導が行えるよう、各学校及
び養護教諭に働きかける。
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59 育児期全般
（地域における子育て支援）

こども家庭課 利用者支援事業 子ども及び保護者等の身近な場所で教育・保育
施設や地域の子育て支援事業等の情報提供や
相談・助言を行うとともに、関係機関との連携を
行う。

地域交流支援センター「カナリエ」で子育て相談
に応じ、アドバイス等を行った。

引き続き、子育て相談に応じ助言を行うととも
に、必要に応じて関係機関と連携を図っていく。

59 育児期全般
（地域における子育て支援）

こども家庭課 子育て情報の発信 ホームページ・広報紙・安全安心メール・SNSを
活用し、子育てに関する情報提供を充実させ
る。

子育て支援課ライン公式アカウント「ふっつ子育
てLINE」及び「ふっつ子育てきずなLINE」を使用
し、子育て支援に関する情報を発信した。
令和5年3月末現在配信者数：200人（妊娠期13
人、子育て期187人）

引き続き、必要な人に確実に情報を届けられる
よう、複数のツールを活用して積極的に発信し
ていく。

59 育児期全般
（地域における子育て支援）

社会福祉協議会 「布えほん」貸出 ボランティア団体「布えほんメルヘン」により製
作された布絵本やおもちゃを、市内幼稚園、保
育所（園）、個人及び福祉団体に貸し出す。

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら、おひさま広場の開催がなかったため実績な
し。

ボランティアの高齢化に伴い、活動衰退が懸念
される。

59 育児期全般
（地域における子育て支援）

こども家庭課 地域子育て支援拠点事業
（地域子育て支援センター）

未就学の子どもとその保護者を対象に、親子で
遊ぶ中で子育てに関する情報交換や交流、仲
間づくりができる場所を提供する。

大佐和地区1か所
　週5日開所
　年間利用者2,907人，1日平均利用親子6.0.組

天羽地区1か所
　週6日開所
　年間利用者2,316人，1日平均利用親子3.4組

令和5年度から富津地区に1か所新設

59 育児期全般
（地域における子育て支援）

こども家庭課 子育て援助活動支援事業
（ファミリー・サポート・セン
ター事業）

地域において、乳幼児や小学生等の預かり等
の援助を希望する者（利用会員）と、援助を行う
ことを希望する者（提供会員）との相互援助活動
に対する連絡・調整を実施する。

登録会員数 総数112人（提供12人・依頼90人・
両方10人）
年間延べ利用件数 77件（預かり11件・送迎66
件）

提供会員を増やし、依頼者がいつでも利用でき
るようにする。

59 育児期全般
（地域における子育て支援）

保育課 おひさま広場事業 乳幼児を持つ保護者が気軽に集い、親子の交
流、育児相談、子育て情報の提供を行う。

5回開催
参加者人数　38人

より多くの参加を促進するため、市役所での実
施のほか、富津市立図書館等での活動も検討
していく。

59 育児期全般
（地域における子育て支援）

保育課 園庭開放 子育て家庭の交流の場、また、園と地域のつな
がりをつくるために、保育所（園）や幼稚園に通
園していない親子に園庭を開放する。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため実
施なし。

市HP等に掲載し、気軽に交流できる場の周知
を図る。
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59 育児期全般
（地域における子育て支援）

生涯学習課 移動図書館 公民館図書室等から離れた地域を巡回し、図
書貸し出しサービスの充実を図り、生涯にわた
る学習の向上を図る。

貸出利用者数　4,874人
貸出冊数　9,929冊
通常運行　84日、臨時運行　1日
小学校の巡回時は司書を増員するほか、家庭
教育指導員も協力し、読書活動を推進した。

読書支援員との連携をはかり、子どもの読書活
動を支援する。

59 育児期全般
（地域における子育て支援） 教育総務課

生涯学習課

学校施設の有効利用 学校施設の地域開放に向けて、各学校で必要
に応じて関係機関と相互調整し、有効利用を図
る。

・青堀小（運動場のみ）、飯野小、富津小、吉野
小、大貫小、佐貫小にて放課後児童クラブ（児
童数約180人、指導員数約30人）が使用。
使用した団体に対し、使用料を免除した。
・小、中学校の体育施設を開放し、社会体育の
振興、普及を図った。登録団体数74 解放学校
数11校　使用許可日数6,611日

・放課後児童クラブに関しては、各学校・こども
家庭課と連携を図り、引き続き学校施設を有効
利用する。
・体育施設の解放に関しては、学校との連絡を
徹底するとともに、利用者が安全に利用できる
ようにする。

59 育児期全般
（地域における子育て支援）

生涯学習課 読み聞かせボランティア講
座

絵本や昔ばなしが子ども達の成長に果たす役
割を学び、生涯の財産となる本に親しむきっか
けとなる読み聞かせの担い手を養成する。

読み聞かせボランティアサークルが無い富津公
民館で募集し講座を行なった。
受講生５名

富津市立図書館と連携してボランティアの養成
を行う。

60 育児期全般
（児童虐待防止対策）

こども家庭課 児童虐待相談対応事業 地域において児童と接する機会のある関係機
関と連携を図り、早期の児童虐待の予防・防止
活動を行う。

・要保護児童対策地域協議会活動
　代表者会議　    1回
　実務者会議　　  6回
　個別支援会議　 9回
　実務者会議連携勉強会開催　1回
・ＤＶ・虐待の根絶に向けた啓発
　出前講座　1回
・地域支援機関との連携
　子育て支援連携ミーティング　12回
　児童相談所情報共有連絡会　12回

引き続き事業を行う。
・富津市DV・虐待防止計画を推進する。
・地域支援機関との連携強化を図る。

60 育児期全般
（児童虐待防止対策）

こども家庭課 児童家庭相談事業 家庭における人間関係の健全化、児童の適正
な養育等、家庭児童福祉に関する相談指導を
実施する。

・「子育ての話何でも聴きます窓口」を月～金ま
で開設し来庁相談対応及び予約制で出張相談
対応を実施。相談件数：45件（来庁相談29件
出張相談16件）
・家庭相談員を水・金曜日に配置し相談対応を
実施。相談件数：48件

引き続き事業を行う。
様々な機会を通じて制度を周知することで、早
期の児童虐待の予防・防止活動を行う。

60 育児期全般
（児童虐待防止対策）

健康づくり課 養育支援訪問事業 養育支援が特に必要な家庭を訪問し、養育に
関する指導・助言を行うことにより、当該家庭の
適切な養育の実施を確保する。

訪問家庭数　13人 養育支援が必要な家庭を早期に把握し、関係
機関と連携をとりながら、継続的に支援してい
く。
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60 育児期全般
（特別な支援が必要な子ども
への支援）

学校教育課 幼児ことばの相談会 ことばの問題の早期発見、早期対応を行い、就
学後の継続指導に結びつけるため、希望のあっ
た就学前の幼児を対象に相談会を実施する。

言葉が出にくいなどの心配に対して、親子で40
分程度の市内小学校のことばの教室担当者に
よる個別相談を実施した。

対象：4～6歳児（年中・年長）
第1回　 7月27日　　　     9名
第2回　12月13日、14日　2名　　合計11名

早い段階から、ことばの指導（療育）につなげる
ために、今後も年中からの相談会を実施する。
障がい福祉課(療育)との情報交換、情報共有を
行う。

60 育児期全般
（特別な支援が必要な子ども
への支援）

保育課 保育所（園）・幼稚園への巡
回訪問

特別支援学校教諭に療育技術指導を依頼し、
障がい児等の入所している保育所等職員の資
質向上を図る。

療育等支援事業（福祉の窓口課）において、本
事業と同じ内容を実施しているため、療育等支
援事業を継続して実施した。

継続実施する。

60 育児期全般
（特別な支援が必要な子ども
への支援）

学校教育課 特別支援教育の推進 LD（学習障がい）、ADHD（注意欠陥/多動性障
がい）、高機能自閉症等を含む、特別な支援を
要する児童・生徒に適切な教育的支援や指導
を行う体制を整える。

特別な支援を要する児童・生徒に適切な教育的
支援や指導を行い、自立して生きていくことがで
きる力を育む体制を整えた。

指導員　6人（配置6校）
対象児童生徒数　77人

配置希望校数よりも配置校数が少ないため、今
後、配置校及び指導員の増加を検討していく。

60 育児期全般
（特別な支援が必要な子ども
への支援）

学校教育課
（教育センター）

学校におけるカウンセリング
の推進

いじめや心の悩み等の諸問題において、児童・
生徒、保護者からの相談に応じるため、県から
配置されたスクールカウンセラーを有効に活用
する。

配置日数は異なるが、市内全小中学校に配置
することができた。相談内容はさまざまである
が、ケースに応じ学校職員と連携しながら取り
組むことができた。

個々のケースに対し、適切な支援を講じるた
め、学校職員とスクールカウンセラーが、相談
者に関する情報を共有するなど連携を図る。

60 育児期全般
（特別な支援が必要な子ども
への支援）

学校教育課
（教育センター）

不登校児童・生徒の適応指
導

不登校児童・生徒への適応指導対策として、適
応指導教室を運営するとともに、学校や関係諸
機関とのネットワークをいかして総合的な取組
を実施する。

適応指導教室「さわやか」　15人通室 適応指導教室での活動をとおして、不登校児
童・生徒の自立心を磨くとともに、児童生徒一人
ひとりが自分の居場所と感じられるよう取り組
む。

60 育児期全般
（特別な支援が必要な子ども
への支援）

学校教育課
（教育センター）

問題を抱える子ども等の自
立支援事業

自立支援指導員を小・中学校に配置し、不登校
やいじめ・児童虐待等の諸問題の未然防止や
早期発見・早期対応を行う。

校内適応指導教室に通う児童生徒や特別に支
援が必要な児童に対し、個々に応じた支援を
行った。

自立支援指導員配置校　5校
自立支援指導員　5人

不登校等となる児童生徒やそれが懸念される
児童生徒に対応するとともに、早期の効果的な
支援を図る。

60 育児期全般
（特別な支援が必要な子ども
への支援）

学校教育課
（教育センター）

はまかぜ教育相談 専門医による教育相談を実施し、児童の悩み・
不安・問題行動について専門的な立場からカウ
ンセリングを行う。

相談件数　8件 教職員や保護者が、心療内科医と連携し児童
生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題を解決
できるよう取り組む。
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61 育児期全般
（特別な支援が必要な子ども
への支援）

障がい福祉課 療育等支援事業 千葉県社会福祉事業団児童サービスセンター
に委託し、市役所内で臨床心理士又は言語聴
覚士によることばの訓練や心理診断等の子ども
の療育相談を行う。

サテライト療育相談の実人数
（言語19人、心理62人、相談支援6人）合計87人
巡回訪問の実人数
　　合計　106人　（訪問施設数　11か所）

引き続き事業を行う。
巡回訪問は毎回希望が多いが、月に２回しか
巡回日を設定していないため、なかなか希望に
添えない実情にある。訪問日の調整で可能な限
り希望する全施設への巡回訪問を行っていく。

61 育児期全般
（特別な支援が必要な子ども
への支援）

障がい福祉課 相談支援事業 障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく障
がい福祉サービスを利用するにあたり、サービ
ス計画の作成や事業所との調整を行い適正な
サービス利用を促進する（障害児相談事業
所）。通常の相談支援では対応が不十分な引き
こもりや障がい福祉サービスの未利用者に対
し、早期発見や適切なサービスの利用を促進す
る（一般相談支援事業所）。

自宅訪問13件、来所相談392件、電話相談591
件、電子メール相談192件
合計　1,188件

引き続き事業を行う。
常時専門職員による相談支援体制確保するこ
とで、障がいのある方やその家族に対して安心
して相談できる体制を確保する。

61 育児期全般
（特別な支援が必要な子ども
への支援）

障がい福祉課 在宅生活支援事業 障害者総合支援法に基づく在宅サービス（居宅
介護・重度障がい者等包括支援）の利用促進を
図る。

利用児童数　0人
　居宅介護利用児童数　0人
　重度障がい者等包括支援利用児童数　0人

引き続き事業を行う。
重度障がい者等包括支援については、県内に
事業所がないため、複数のサービスを利用する
ことで代用する。

61 育児期全般
（特別な支援が必要な子ども
への支援）

障がい福祉課 日中活動支援事業 障害者総合支援法に基づく日中活動サービス
（短期入所）、地域生活支援事業（日中一時支
援・地域活動支援センターⅠ型、Ⅱ型、Ⅲ型）及
び児童福祉法に基づく障がい児通所サービス
（放課後等デイサービス・児童発達支援）の利
用促進を図り、障がい児の日中における活動の
場を確保する。

利用児童数　127人
　短期入所利用児童数　　0人
　日中一時支援利用児童数　21人
　地域活動支援センターⅠ型利用児童数　0人
　放課後等デイサービス利用児童数　68人
　児童発達支援利用児童数　38人

引き続き事業を行う。
短期入所については、新規利用者の事業所確
保が難しいケースがある。

61 育児期全般
（特別な支援が必要な子ども
への支援）

障がい福祉課 社会参加促進事業 障害者総合支援法に基づく行動援護、同行援
護及び補装具費支給事業、地域生活支援事業
に基づく日常生活用具給付等事業、移動支援
事業及び意思疎通支援事業等を実施し、障が
い児の社会参加の促進を図る。

利用児童数　　20人
　行動援護利用児童数　　0人
　同行援護利用児童数　　0人
　補装具費支給事業利用児童数　　9人
　日常生活用具給付等事業利用児童数　10人
　移動支援事業利用児童数　1人
　意思疎通支援事業利用児童数　0人

引き続き事業を行う。
行動援護、同行援護、移動支援については、新
規利用者の事業所確保が難しいケースがある。

61 育児期全般
（特別な支援が必要な子ども
への支援）

障がい福祉課 各種手当給付事業 特別児童扶養手当・障害児福祉手当を20歳未
満の重度の障がい児に給付する。

特別児童扶養手当支給対象者　72人
障害児福祉手当支給対象者　34人

引き続き事業を行う。
各種手帳の交付の際に、手当制度について周
知していく。

61 育児期全般
（特別な支援が必要な子ども
への支援）

障がい福祉課 各種医療費等助成事業 障がいのある児童に対し、自立支援医療（育成
医療・精神通院医療）、重度心身障害者医療、
精神障害者医療の医療費助成を行う。

自立支援医療（育成医療）支給対象児童数 0
人
自立支援医療（精神通院医療）支給対象児童
数　4人
重度心身障害者医療費等助成障害児数　6人
精神障害者医療費助成児童数　0人

さまざまな機会を通じて制度を周知することで、
経済的負担を軽減し福祉の促進を図る。
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【子ども・子育ての施策】成長段階ごとの施策

計画書
ページ

成長段階 担当部署 事業名 事業内容 令和4年度実施内容及び実績値 今後の課題と方向性

61 育児期全般
（特別な支援が必要な子ども
への支援）

障がい福祉課 各種割引制度の周知 障がいの程度によって公共料金や交通機関料
金等の割引対象となる者に制度を周知する。

手帳交付時、市ホームページ、ガイドブックで制
度の周知を行い、適正利用（有料道路の割引）
につなげた。
新規交付児童数　2人

さまざまな機会を通じて制度を周知することで、
利用の促進を図る。

61 育児期全般
（特別な支援が必要な子ども
への支援）

障がい福祉課 障がい児を育てる地域の体
制整備事業

研修会や講演会を実施することにより、障がい
児への理解を深める。

新型コロナウイルス感染症の影響で各講演会
は中止。
子育て交流会は毎月開催することができた。

引き続き、新型コロナの影響を見ながら、各講
演会・交流会は開催していく。
コロナ禍における講演会の開催方法は要検討。

62 育児期全般
（経済的負担の軽減）

こども家庭課 児童手当 児童を養育している家庭の生活安定と児童の
健全育成を目的に、中学校修了前まで児童手
当を支給する。

児童延べ人数　39,630人 継続実施する。

62 育児期全般
（経済的負担の軽減）

こども家庭課 子ども医療費助成 中学校修了前までの子どもが入院や通院した
場合、千葉県の助成制度に上乗せし助成する。

助成した実人数　3,629人 継続実施する。

62 育児期全般
（経済的負担の軽減）

こども家庭課 未熟児養育医療給付 出生時の体重が2,000g以下又は身体の発達が
未熟なまま出生し、入院治療を必要とする乳児
の医療費を助成する。

助成した実人数　7人 継続実施する。

62 育児期全般
（ひとり親家庭の支援）

こども家庭課 母子・父子自立支援相談事
業

母子家庭等の相談指導・支援を実施する。 ・「子育ての話何でも聴きます窓口」を月～金ま
で開設し来庁相談対応及び予約制で出張相談
対応を実施。相談件数：45件（来庁相談29件
出張相談16件）
・自立支援に関する相談件数　35件

引き続き事業を行う。
様々な機会を通じて制度を周知することで、早
期の児童虐待の予防・防止活動を行う。

62 育児期全般
（ひとり親家庭の支援）

こども家庭課 児童扶養手当 父又は母と生計を同じくしていない１8歳の年度
末までの児童等を持つ母、父又は養育者に支
給する。

全部支給者延べ人数　1,373人
一部停止者延べ人数　1,463人

継続実施する。
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【子ども・子育ての施策】成長段階ごとの施策

計画書
ページ

成長段階 担当部署 事業名 事業内容 令和4年度実施内容及び実績値 今後の課題と方向性

62 育児期全般
（ひとり親家庭の支援）

こども家庭課 ひとり親家庭等医療費の助
成

ひとり親家庭等に対して医療費の一部を助成す
る。

対象者総数　391人
助成延べ数　7,797件

継続実施する。

62 育児期全般
（ひとり親家庭の支援）

こども家庭課 母子及び父子並びに寡婦福
祉資金貸付相談

母子・父子家庭・寡婦の福祉向上のための資金
貸付相談を行う。

相談件数　6件
県への進達数　1件

引き続き事業を行う。
資金貸付制度を周知することで、経済的負担の
軽減を図るとともに、母子・父子及び寡婦家庭
等の経済的自立と生活意欲の向上を図る。

62 育児期全般
（ひとり親家庭の支援）

こども家庭課 ひとり親家庭等高等職業訓
練促進給付金等支給事業

ひとり親家庭等の母又は父が、就職に有利な資
格を取得するために養成機関で職業訓練を行う
場合に、給付金を支給する。

高等職業訓練促進給付金等事業
高等職業訓練促進給付金
　対象者　1人（資格：准看護師）
　給付額　846,000円

継続実施する。
現況届等の受付の際に、給付金制度について
周知していく。
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